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 近年、わが国のPM2.5の年平均濃度は減少傾向にあり、長期（年平均）の環境基準値15μg/㎥を満たしつ

つある。このような状況の下、さらにアメリカの環境基準値（12μg/㎥）やWHOの指針値（10μg/㎥）を目

指して、対策を進めるべきであるかどうかを判断するため、より低い基準値を満たした場合に、どの程度

の死亡回避数を得ることができるのか、またそれはどのような地域で、どのような年齢層に生じるのかな

どを全死因・心疾患・肺ガンの3種に分けて検討した。 
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1.  背景・目的 
環境大気中のPM2.5 が世界全体にわたって大きな健康

影響を持つことが疫学研究やそれに基づく評価研究によ

り示されてきた。例えば、Global Burden of Disease study 
20101)では、PM2.5 による環境大気汚染によって、毎年、

世界で約320 万人の尚早死亡が生じているとされている。

最近の疫学結果を用いた評価2)で特に注目されるのは、

比較的濃度が低い先進国においても、PM2.5濃度のさら

なる低減により（主に虚血性心疾患による）尚早死亡を

大きく減らすことができるとされたことである（日本の

死亡者数推定は毎年2 万5千人）。近年、わが国のPM2.5
の年平均濃度は減少傾向にあり、長期（年平均）の環境

基準値15μg/㎥を満たしつつある。このような状況の下、

さらにアメリカの環境基準値（12μg/㎥）やWHOの指針

値（10μg/㎥）を目指して、対策を進めるべきであるか

どうかを判断するため、より低い基準値を満たした場合

に、どの程度の死亡回避数を得ることができるのか、ま

たそれはどのような地域で、どのような年齢層に生じる

のかなどを全死因・心疾患・肺ガンの3種に分けて検討

した。 
 

2．研究方法 

死亡回避数推定には、US-EPAが開発したBenMAPプロ

グラム3)を使用した。大気汚染物質の濃度変化に関連し

た死亡数の変化を以下のように推定する。 
死亡数変化＝Yo (1-e-ß∆ PM) * Pop 

∆ PMはPM2.5の濃度変化（µg/m3)で、2014年の濃度分布

を、全国の大気汚染観測局で得たPM2.5の年平均濃度4）

を内挿して得た（図１）。βは濃度応答の係数 

((μg/m3)-1)で、2002年の全米がん協会の疫学結果で得られ

た値5)を使用した。Yoは男女別年齢別死因別死亡率であ

る。日本の死亡率データ6)を使用したが、行政区別には

なっていない。Popは対象地域の男女別年齢別人口で、

市区町村別、男女別、五歳階級別データ7)を使用した。 

 

図1 PM2.5濃度分布 

 

3．結果・考察 

死亡回避数の推定結果を表１に示す。日本の環境基準

値を満たした場合の全死因の死亡回避数は 4880 人とな

り年間の交通事故死亡者数（2010 年：4948 人）と同程

度、WHO の指針値を満たした場合の全死因の死亡回避数

28950 人は年間の自殺者数（ 2010 年：29,554 人）と同

程度となり、より高い目標値によって、大きな健康便益

を得ることができることがわかった。また、死亡回避数
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における高齢者（65 歳以上）の占める割合は高く、特

に心疾患では 9 割にもなった。また WHO の指針値（10 

μg/㎥）を満たした時の関東以西の死亡回避数の分布を

図２に示す。 

 

表 1 死亡回避数（人）と 65歳以上の割合 

全死因 心疾患 肺ガン
日本 死亡回避数 4880 1168 643
USA 死亡回避数 17160 4081 2268

死亡回避数 28950 6870 3806

高齢者割合 0.86 0.9 0.84

WHO 95%CI 8050-49487 2171-11455 1404-6125

 

 

 

図２ WHO の指針値（10µg/㎥）を満たした時の関東以

西の死亡回避数の分布 （人） 

 

図 1より、人口の多い大阪よりも姫路、倉敷、福山、

松山、大分などの工業地帯と、首都圏で多くの死亡回避

数が高いことがわかる。首都圏については人口が多く且

つ PM2.5濃度が高いことが高い死亡回避数の理由として

挙げられる。また関西において高い死亡数が見られる場

所が局地的で且つ工業地帯に多いことから、そのような

地域では、越境汚染よりも地域由来の汚染が重要であり、

国内において PM2.5対策の余地があることを示唆する。 

図２に年間の死亡リスクを示す。死亡リスクは PM2.5

濃度分布に対応し、山間部を除き、10-4レベルとなって

おり、中国、四国、九州では 10-3に達する地域があるこ

ともわかる。 

以上のように、今後、環境基準達成率が向上したとし

ても、環境基準値の改定によって、大きな健康便益が期

待できる。中国でも PM2.5に対する対策が徐々にではあ

るが進んできており、濃度は減少し始めている。環境基

準を改定したとしても、将来的にその達成は可能と思わ

れる。また、西日本の工業地域において、ばい塵の上乗

せ基準を設定することも有効な対策となると考えられる。 

 

 

図３ WHO の指針値（10µg/㎥）を満たした時の関東以

西の死亡回避数に基づく年間死亡リスク 
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